第１号様式

番　　　　　号

平成　　年　　月　　日

　公益財団法人福島県観光物産交流協会　
　　理　事　長　　髙荒　昌展　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実行団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　国際教育旅行交流受入支援事業交付申請書

下記のとおり、上記事業を実施したいので、国際教育旅行交流受入支援事業助成金交付要綱第３条に基づき、助成金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

記
１　助成金交付申請額（予定額）　　　　　　　　　　　　　　　円

２　事業着手年月日　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

３　事業の完了予定年月日　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

４　添付書類

（１）
交流事業計画書（別紙１）

（２）
その他参考となる資料

別紙（１）
交　流　事　業　計　画　書
	交流相手校名・国名
	(例)◯◯市立◯◯高級中学（台湾）

	実施月日　
	　(例)平成３０年◯月◯日（　）

	交流場所
	　(例)県立◯◯高校

	交流相手生徒数
	(例)３０名

	交流の内容
	(例)
・授業見学

　・伝統工芸品の絵付け

　・地元産品の試食会
　・部活動見学



	助成予定金額
	(例)４５，０００　円 

	交流に要する経費

（予定）
	(例)
・生徒交流会に係わる記念品

　・赤べこ絵付けに伴う経費

　・通訳謝礼　　　　　　　　　
　・地元産品の食材代　　　　　　
　・お茶代　　　　　　　　　　　


	備　　　考
	


第２号様式

平成　　年　　月　　日

公益財団法人福島県観光物産交流協会　
　　理　事　長　　髙荒　昌展　様

申請者　住　　　所
実行団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印

国際教育旅行交流受入支援事業変更（中止）承認申請書

下記により、上記事業の事業を変更（中止）したいので、国際教育旅行交流受入支援事業助成金交付要綱第４条に基づき、承認してくださるよう申請します。
記
１　補助金の交付決定月日及び番号

２　変更（中止）の理由

３　変更（中止）の内容

第３号様式

平成　　年　　月　　日

公益財団法人福島県観光物産交流協会　
　理　事　長　　髙荒　昌展　様

申請者　住　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実行団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

国際教育旅行交流受入支援事業実績報告書兼請求書
下記のとおり、上記事業を実施したので、国際教育旅行交流受入支援事業助成金交付要綱第５条に基づき、その実績を報告します。

記
１　助成金の決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　事業着手年月日　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

３　事業完了年月日　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

４　添付書類

（１）交流実績報告書（別紙（２））
（２）その他参考となる資料

５　振込口座名

　　（１）金融機関名：
　　
（２）支　店　名：

　　
（３）口座番号：
　　
（４）口座名義：
※請求金額から振込手数料を差し引いた金額を入金します。

別紙（２）
交　流　実　績　報　告　書

　　　
　国際教育旅行交流受入支援事業の実績を下記のとおり報告します。
　

　
	交流相手校名・国名
	(例)◯◯市立◯◯高級中学（台湾）

	実施月日　
	　(例)平成３０年◯月◯日（　）

	交流場所
	　(例)県立◯◯高校

	交流相手生徒数
	(例)３０名

	交流の内容
	(例)
・授業見学

　・伝統工芸品の絵付け

　・地元産品の試食会
　・部活動見学



	助成金額
	(例)４５，０００　円 

	交流に要する経費

及び所要額
※領収書等の
写しを添付


	(例)
・生徒交流会に係わる記念品　１０，０００円

　・赤べこ絵付けに伴う経費　　１５，０００円
　・通訳謝礼　　　　　　　　　１０，０００円

　・地元産品の食材代　　　　　　５，０００円

　・お茶代　　　　　　　　　　　５，５００円



	備　　　考
	


　
平成３０年度国際教育旅行交流受入支援事業助成金実施要領
第１条　事業の趣旨

　　本事業は、福島県への教育旅行誘致、ひいては外国人観光客の誘致を促進するため、国際教育旅行による来県の際、学校交流事業を受け入れる県内の学校（以下「実行団体」という。）に対して、受入実績に基づき助成を行うものとする。
第２条　実行団体

助成の対象となる実行団体は、海外からの教育旅行の実施に際し、学校交流事業を受け入れた県内の学校。

第３条　助成対象期間等

　　助成対象期間は、平成３０年４月２日から平成３１年３月２２日までとする。

　　ただし、予算枠がなくなり次第終了とする。
第４条　助成額

　　助成額は、海外からの交流事業参加生徒１人につき１，５００円を上限とし、１交流事業において１校当たり３０人を限度とする。

第５条　助成対象経費

　　助成対象経費は学校交流事業に要した次の経費とする。

　（１）歓迎式等に係る経費

　（２）生徒交流に係る記念品、イベント経費

　（３）地域観光視察に係る経費

　（４）事務連絡経費

